
 

支援業務の実施に関する計画書 

支援業務の概要及び実施の方法に関すること 

 

○支援業務について 

   ①住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助 

   （法第 62条第２号） 

    賃貸住宅の情報提供・及び物件の内見同行・アドバイス・契約等事務作業のサポートを行う 

  ②賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定向上に関する情報提供、相談その他の援助 

   （法第 62条第３号） 

    入居後の見守りサービスは定期的な訪問・電話連絡・訪問看護サービス等の利用サービス機関 

との連携による見守り 

     「神奈川あんしんすまい保証制度コンパクト」を入居者に利用・提供 

賃貸住宅入居後の生活向上に関する情報提供として就労や自立につなげるため厚木市福祉総合 

支援課自立支援の紹介・生活困窮者自立支援制度の啓発活動を行う。 

③家賃債務保証業務について、必要に応じて、業務提携を締結している「日本セーフティー株式会社」 

      「日本賃貸保証株式会社」及び「一般社団法人高齢者住宅財団」と連携し行う 

 

○支援業務以外の業務について 

    ①現在行っている不動産仲介業・管理業を業務として行う。 

    ②現在行っている不動産賃貸業を業務として行う。 

 

地方公共団体並びに住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に資する活動を行う者 

及び住宅確保要配慮者の福祉に関する活動を行う者との連携に関すること 

〇居住支援協議会との連携 

厚木市居住支援協議会の会員として、情報収集を行うとともに住宅確保要配慮者の居住支援について、

協議会会員と連携し行っていく。 

厚木市居住支援協議会の居住支援団体の会員として、住宅確保要配慮者の入居に理解を深めてもらう啓発活

動を行う。 

神奈川県居住支援協議会会員として、市町村、福祉関係団体などと関係性を構築し、住宅確保要配慮者の居

住の安定に資する。 

 

〇地方公共団体等との連携 

 従来通り厚木市役所生活福祉課・福祉総合支援課との連携を図り、配慮者の支援を行う 

現在参加している厚木市障害者協議会で引き続き情報収集を行い協議会内でのプロジェクトチーム(居

住支援部門)において居住支援の連携を各機関と図る 

住宅確保要配慮者の入居できる住居を確保し提供を行い行政からの相談者や医療関係・福祉関係者からの相

談に対して積極的に住居の提供を行う。 

 

支援業務に係る人材の確保及び資質の向上に関すること 

〇支援業務に係る人材の確保及び資質の向上 

 全国の居住支援法人や関係団体が行う研修会やイベントに参加をし、今まで以上に知識や対応方法を 

学び、現場へフィードバックする体制を強化する。 

 

 

 


